
プレゼンテーション表紙サンプル （スライドサイズ 4:3 25.4 x 19.05cm）

全般的事項、国庫補助
関係等

初等中等教育局 健康教育・食育課

庶務・助成係
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文部科学省所管 一般会計 （初等中等教育局健康教育・食育課）

千円 千円 千円

(組織) 文部科学本省 707,414 745,936 38,522 

(項) 文部科学本省共通費 895 765 △ 130

文部科学本省一般行政に
必要な経費

文部科学本省事務処理

主催事業実施状況 895 765 △ 130 健康教育に関する調査・指導
調査等の実施 の実施

(項) 初等中等教育振興費 706,519 745,171 38,652 

健やかな体の育成に必要 607,049 646,786 39,737 
な経費

学校保健の推進 256,484 489,704 233,220  学校保健推進事業 489,704 ( 256,484 )

(1) がん教育総合支援事業 31,578 ( 31,878 )

(2) 健康教育関係調査費等 15,362 ( 15,899 )

(3) 学校健康診断情報のＰＨＲへの 372,369 ( 155,465 )
活用に関する調査研究事業

(4) 児童生徒の近視実態調査事業 58,619 ( 42,020 )

(5) 脊柱側弯症検診に関する調査研究 11,776 ( 0 )
事業

(6) （前年度限りの経費）専門家を 0 ( 11,222 )
活用した学校における感染症対策
研修事業

食育の推進 82,617 78,462 △ 4,155  学校給食・食育総合推進事業 78,462 ( 82,617 )

日本学校保健会補助 267,948 78,620 △ 189,328 1 普及指導事業 39,491 ( 225,635 )

2 調査研究事業 9,525 ( 10,387 )

3 健康増進事業 29,604 ( 31,926 )

計 78,620 ( 267,948 )

教育機会の確保に必要な 99,470 98,385 △ 1,085
経費

へき地児童生徒援助費 45,155 45,155 0  保健管理費 45,155 ( 45,155 )
等補助

(1) 医師等派遣事業 32,420 ( 40,741 )

(2) 心臓検診事業 12,735 ( 4,414 )

要保護児童生徒援助費 54,315 53,230 △ 1,085  医療費等 53,230 ( 54,315 )
補助

(1) 医療費 52,113 ( 53,179 )

(2) 学校給食費 1,117 ( 1,136 )

事　 　項
令和4年度
予算額

令 和 ４ 年 度 予 算  事 項 別 表

前　年　度
予　算　額

（当初予算）

比　較　増
△ 減　額

備　 　考

8



へ
き
地
児
童
生
徒
援
助
費
等
補
助
金

令
和
4年
度
予
算
額

23
億
円

（
前
年
度
予
算
額

23
億
円
）

１
．
趣
旨

交
通
条
件
及
び
自
然
的
、
経
済
的
、
文
化
的
諸
条
件
に
恵
ま
れ
な
い
山
間
地
、
離
島
等
に
所
在
す
る
へ
き
地
学
校
等
の
教
育
の
振
興
を
図
る
た
め
、

へ
き
地
教
育
振
興
法
等
に
基
づ
い
て
所
要
の
措
置
を
講
じ
る
。

２
．
補
助
内
容

へ
き
地
学
校
、
過
疎
地
域
等
に
係
る
小
・中
学
校
等
の
児
童
生
徒
の
通
学
条
件
の
緩
和
を
図
る
た
め
に
都
道
府
県
及
び
市
町
村
が
ス
ク
ー
ル
バ
ス
・ボ
ー
ト
等
を

購
入
す
る
事
業
に
対
す
る
補
助

（
１
）
ス
ク
ー
ル
バ
ス
等
購
入
費

６
１
９
百
万
円
（
５
９
７
百
万
円
）

高
校
未
設
置
離
島
の
高
校
生
を
対
象
に
、
教
育
費
負
担
が
重
くな
って
い
る
通
学
費
、
居
住
費
を
支
援
す
る
都
道
府
県
及
び
市
町
村
に
対
す
る
補
助

（
３
）
離
島
高
校
生
修
学
支
援
事
業

２
３
８
百
万
円
（
２
３
８
百
万
円
）

（
２
）
遠
距
離
通
学
費

１
，
２
３
６
百
万
円
（
１
，
３
０
５
百
万
円
）

①
学
校
統
廃
合
に
伴
う
小
中
学
校
等
へ
の
遠
距
離
通
学
に
要
す
る
児
童
生
徒
の
交
通
費
を
負
担
す
る
市
町
村
の
事
業
に
対
す
る
補
助

（
補
助
期
間
:
５
年
間
）

②
激
甚
災
害
に
よ
る
校
舎
の
破
損
等
に
よ
り、
通
学
が
困
難
とな
った
小
中
学
校
等
へ
の
児
童
生
徒
の
通
学
に
要
す
る
交
通
費
を
負
担
す
る
都
道
府
県
及
び

市
町
村
の
事
業
に
対
す
る
補
助
（
補
助
期
間
:
５
年
間
）

（
４
）
そ
の
他

２
０
４
百
万
円
（
２
０
４
百
万
円
）

寄
宿
舎
居
住
費
、
高
度
へ
き
地
修
学
旅
行
費
（
３
～
５
級
地
）
、
学
校
間
移
動
費
、
保
健
管
理
費
等

３
．
実
施
主
体

都
道
府
県
、
市
町
村

４
．
補
助
率

１
／
２

（
高
度
へ
き
地
修
学
旅
行
費
で
過
去
３
カ
年
の
財
政
力
指
数
0.
4未
満
の
市
町
村
は
２
／
３
、
保
健
管
理
費
の
心
電
図
検
診
の
実
施
に
必
要
な
経
費
に
つ
い
て
は
１
／
３
）

○
医
師
派
遣
等

対
象
:
へ
き
地
教
育
振
興
法
で
指
定
さ
れ
た
へ
き
地
学
校
（
準
へ
き
地
校
含
ま
ず
）
で
あ
って
、

学
校
か
ら
医
療
機
関
ま
で
の
距
離
４
km
以
上
あ
る
も
の
に
限
る
。
経
費
20
万
円
以
上
の
事
業
に
限
る
。

○
心
臓
検
診

対
象
:
へ
き
地
教
育
振
興
法
で
指
定
さ
れ
た
へ
き
地
学
校
及
び
へ
き
地
学
校
に
準
じ
る
学
校
で
あ
って
、
小
学
校
第

１
学
年
及
び
第
４
学
年
、
中
学
校
第
１
学
年
を
対
象
とす
る
も
の
に
限
る
。
経
費
6万
円
以
上
の
事
業
に
限
る
。
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へき地児童生徒援助費等補助金（保健管理費）の補助事業について 

 

へき地児童生徒援助費等補助金（保健管理費）の補助事業には，「１ 医師等派遣事業」及び「２ 心

臓検診事業」がある。（経費の範囲等の詳細は，以下のとおり） 

なお，対象となるのは，それぞれ以下の事業とする。 

・「１ 医師等派遣事業」：第２号様式７-１に計上した事業計画額の合計が 20万円以上の事業 

・「２ 心臓検診事業」：第２号様式７-２の補助対象経費の合計が６万円以上の事業 

 

１ 医師等派遣事業（別紙様式１及び第２号様式７－１） 

(１) 補助対象となる経費の範囲 

①学校保健安全法 （昭和 33 年法律第 56号）第８条の規定に基づく健康相談及び同法第 13条第１項

の規定に基づく健康診断を行う場合における医師及び歯科医師の派遣に必要な謝金及び旅費 

②学校保健安全法第６条第２項及び第３項の規定に基づく環境衛生の維持改善並びに学校給食法 

（昭和 29 年法律第 160 号）第９条第２項及び第３項の規定に基づく学校給食の衛生管理のために

必要な検査を行う場合における薬剤師の派遣に必要な謝金及び旅費 

※委託料として支出する場合であっても，上記経費相当分を明確に区分して算出できるのであれば，

当該経費相当分の額を補助対象経費として差し支えないこと。 

       

 (２) 補助対象となるへき地学校 

 補助対象となるへき地学校は，へき地教育振興法（昭和 29 年法律第 143 号）第５条の２の規定に

より，指定されたへき地学校（級数は問わない。）であること。ただし，医療機関（薬剤師を派遣す

る事業にあっては「薬剤師の住所」とする。以下同じ。）までの距離（当該学校から医療機関までの

距離のうち交通機関のない部分（海上による交通を常態とする場合を含む。）の距離についてはその

距離に１を，交通機関のある部分の距離についてはその距離に 0.5 をそれぞれ乗じて計算した距離

の合計）が約４ｋｍ以上あるものに限る。 

※ 補助対象となるへき地学校には，へき地学校に準ずる学校及び共同調理場は含まれない。 

 

(３) 補助限度額 

  要綱別表で定める「別に通知する額」（補助限度額）は，下表の派遣費及び派遣人員・回数により

算出した額に補助率１／２を乗じた額とする。 

【派遣費】 

区 分 医 師 歯科医師 薬剤師 

謝 金 ４４,０００円 ４４,０００円 ３４,０００円 

旅 費 ６,０００円 ６,０００円 ６,０００円 
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【派遣人員・回数】 

区 分 
医 師 歯科医師 薬剤師 

人 員 回 数 人 員 回 数 人 員 回 数 

児童生徒が 100 人

未満の学校 

 

３人 １回 １人 １回 １人 １回 

児童生徒が 100 人

以上 200 人未満の

学校 

３人 ２回 １人 ２回 １人 ２回 

児童生徒が 200 人

以上 

 

３人 ３回 １人 ３回 １人 ３回 

２ 心臓検診事業（別紙様式２、第２号様式７-２及び７-２添付資料） 

(１) 補助対象となる経費の範囲 

補助対象となる経費の範囲は，へき地学校等の小学校第１学年及び第４学年並びに中学校第１学年

の児童生徒を対象として行う心電図検診事業の実施に要する，専門医，技術者等の派遣に必要な経

費，児童生徒の移動に必要な経費（交通費），心電図検査料及び心電計搬入に必要な経費であること。 

 

(２)  補助対象となるへき地学校等 

補助対象となるへき地学校等は，へき地教育振興法（昭和 29 年法律第 143 号）第５条の２の規定

により指定されたへき地学校（級数は問わない。）及びへき地学校に準ずる学校であること。 

 

(３) 文部科学大臣が定める額 

      要綱別表で定める「文部科学大臣が定める額」は，「２,２６０円」であること。なお，２,２６０

円は，１人当たりの補助金額の上限であること。 

参考 限度額の算出例  

・児童生徒が 100 人未満の学校における医師の派遣の限度額 

   （４４,０００円＋６,０００円）×３人×１回×１／２＝ ７５,０００円 

（４４,０００円＋６,０００円）×２人×１回×１／２＝ ５０,０００円 

・ 児童生徒が 200 人以上の学校における医師の派遣の限度額 

   （４４,０００円＋６,０００円）×３人×３回×１／２＝２２５,０００円 

（４４,０００円＋６,０００円）×２人×３回×１／２＝１５０,０００円 
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①
要
保
護
者
・・
・・
・生
活
保
護
法
第
６
条
第
２
項
に
規
定
す
る
要
保
護
者

【令
和
２
年
度
約
10
万
人
】

②
準
要
保
護
者
・・
・市
町
村
教
育
委
員
会
が
生
活
保
護
法
第
６
条
第
２
項
に
規
定
す
る
要
保
護
者
に
準
ず
る
程
度
に
困
窮
し
て
い
る
と認
め
る
者

（
認
定
基
準
は
各
市
町
村
が
規
定
）
【令
和
２
年
度
約
12
3万
人
】

学
校
教
育
法
第
１
９
条
に
お
い
て
、
「経
済
的
理
由
に
よ
って
、
就
学
困
難
と認
め
ら
れ
る
学
齢
児
童
生
徒
の
保
護
者
に
対
し
て
は
、
市
町
村
は
、
必
要
な
援
助
を
与
え
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
」と
規
定
。

①
補
助
の
概
要
:
市
町
村
の
行
う
援
助
の
う
ち
、
要
保
護
者
へ
の
援
助
に
対
し
て
、
国
は
、
義
務
教
育
の
円
滑
な
実
施
に
資
す
る
こ
とを
目
的
とし
て
、

「就
学
困
難
な
児
童
及
び
生
徒
に
係
る
就
学
奨
励
に
つ
い
て
の
国
の
援
助
に
関
す
る
法
律
」「
学
校
給
食
法
」「
学
校
保
健
安
全
法
」等
に
基
づ
い
て

必
要
な
援
助
を
行
って
い
る
。

②
補
助
対
象
費
目
:
学
用
品
費
／
体
育
実
技
用
具
費
／
卒
業
ア
ル
バ
ム
代
等
／
オ
ン
ラ
イ
ン
学
習
通
信
費
／
新
入
学
児
童
生
徒
学
用
品
費
等
／

通
学
用
品
費
／
通
学
費
／
修
学
旅
行
費
／
校
外
活
動
費
／
医
療
費
／
学
校
給
食
費
／
ク
ラ
ブ
活
動
費
／
生
徒
会
費
／
Ｐ
Ｔ
Ａ
会
費

③
国
庫
補
助
率
:
１
／
２
（
予
算
の
範
囲
内
で
補
助
）

④
令
和
4
年
度
予
算
額
（
案
）

・「
オ
ン
ラ
イ
ン
学
習
通
信
費
」の
単
価
引
き
上
げ

小
学
校
:
12
,0
00
円
→
14
,0
00
円
（
＋
2,
00
0円
）

中
学
校
:
12
,0
00
円
→
14
,0
00
円
（
＋
2,
00
0円
）

・「
新
入
学
児
童
生
徒
学
用
品
費
等
」の
単
価
引
き
上
げ

小
学
校
:
51
,0
60
円
→
54
,0
60
円
（
＋
3,
00
0円
）

準
要
保
護
者
に
対
す
る
就
学
援
助
に
つ
い
て
は
、
三
位
一
体
改
革
に
よ
り、
平
成
１
７
年
度
よ
り国
の
補
助
を
廃
止
し
，
税
源
移
譲
・地
方
財
政
措
置
を
行
い
、
各
市
町
村

が
単
独
で
実
施
し
て
い
る
。

３
要
保
護
者
等
に
係
る
支
援
【要
保
護
児
童
生
徒
援
助
費
補
助
金
】

１
実
施
主
体

４
準
要
保
護
者
に
係
る
支
援

２
就
学
援
助
の
対
象
者

令
和
２
年
度
予
算
額
６
２
６
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額
６
６
９
百
万
円
）

義
務
教
育
段
階
の
就
学
援
助
（
概
要
）

令
和
４
年
度
予
算
額

６
億
円
(前
年
度
予
算
額
６
億
円
)
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機
密
性
2 情
報

1

こ
う
ろ
う

基
本
情
報

●
表
彰
歴
に
つ
い
て
は
、
国
か
ら
の
表
彰
は
記
載
必
須
とし
ま
す
が
、

そ
の
ほ
か
医
師
会
表
彰
や
都
道
府
県
の
表
彰
歴
に
つ
い
て
は
特
段

記
載
い
た
だ
か
な
くて
も
問
題
ご
ざ
い
ま
せ
ん
。

●
候
補
者
が
役
員
とし
て
関
与
し
て
い
た
時
点
で
作
成
し
て
くだ
さ
い
。

●
開
業
し
て
い
る
個
人
経
営
の
医
療
機
関
や
役
員
を
務
め
る
医
療
機
関
が
あ
る
場
合
も
作
成
し
て
くだ
さ
い
。

●
医
療
機
関
に
あ
って
は
、
歯
科
医
を
含
め
、
必
ず
備
考
欄
に
病
床
数
を
記
入
し
て
くだ
さ
い
。
病
床
な
し
の
場
合
も
、
そ
の
旨
明
記
し
て
くだ
さ
い
。

●
履
歴
書
に
記
載
し
た
対
象
者
が
所
属
す
る
都
道
府
県
及
び
市
区
町
村
の
医
師
会
（
歯
科
医
師
会
、
薬
剤
師
会
を
含
む
）
に
つ
い
て
は
、
団
体
の
規

模
及
び
事
業
概
況
調
や
歴
代
会
⾧
等
調
、
定
款
等
の
関
係
書
類
を
提
出
くだ
さ
い
。
そ
の
ほ
か
学
校
医
師
会
等
の
団
体
の
役
職
等
に
つ
い
て
は
、
履
歴
書

に
記
載
い
た
だ
くの
み
で
十
分
で
あ
り、
関
係
書
類
の
提
出
は
不
要
で
す
。

そ
の
他
詳
細
に
つ
い
て
は
、
送
付
し
て
お
り
ま
す
「事
務
連
絡
」や
「推
薦
資
料
の
作
成
要
領
」等
を
ご
参
照
くだ
さ
い
。

●
外
字
は
使
用
せ
ず
、
常
用
体
を
使
用
し
て
くだ
さ
い
。

●
主
要
経
歴
に
つ
い
て
、
学
校
医
（
学
校
歯
科
医
、
学
校

薬
剤
師
）
に
つ
い
て
、
現
職
の
場
合
は
「現
学
校
医
（
学
校

歯
科
医
、
学
校
薬
剤
師
）
」と
入
力
し
、
発
令
日
ま
で
に
退

職
さ
れ
て
い
る
場
合
は
「元
学
校
医
（
学
校
歯
科
医
、
学
校

薬
剤
師
）
」と
入
力
し
て
くだ
さ
い
。
そ
の
際
現
職
、
元
職
を

明
確
に
し
て
くだ
さ
い
。

●
学
校
医
等
に
係
る
功
労
名
欄
に
は
、
原
則
とし
て
「学
校

保
健
功
労
」と
記
入
し
て
くだ
さ
い
。

履
歴
書

学
校
規
模
調
書
、
そ
の
他
関
係
書
類

団
体
の
規
模
及
び
事
業
概
況
調
、
そ
の
他
関
係
書
類

●
調
書
は
、
春
叙
勲
で
あ
れ
ば
前
年

の
4月
29
日
以
降
、
秋
叙
勲
で
あ
れ

ば
前
年
の
11
月
3日
以
降
に
作
成

さ
れ
た
も
の
を
提
出
し
て
くだ
さ
い
。

●
様
式
は
別
紙
様
式
７
を
用
い
て
く

だ
さ
い
。
（
こ
れ
以
外
の
様
式
に
よ
り

提
出
さ
れ
た
場
合
は
差
し
替
え
を
求

め
ま
す
。
）

刑
罰
等
調
書

提
出
時
の
留
意
点

●
学
校
規
模
調
書
と審
査
票
・履
歴
書
間
で
、
在
職
期
間
が
一
致
し
て
い
な
い
ケ
ー
ス
が
散
見
さ
れ
ま
す
。
提
出
時
に
十
分
御
確
認
くだ
さ
い
。
特
に
学

校
規
模
調
書
に
つ
い
て
、
例
え
ば
R
2.
3.
31
ま
で
在
任
し
た
場
合
の
元
学
校
医
等
の
最
終
年
度
は
R
2で
は
な
くR
元
年
度
に
な
りま
す
。

●
現
職
の
場
合
、
発
令
年
度
の
児
童
生
徒
数
ま
で
記
載
す
る
必
要
が
あ
りま
す
。
秋
叙
勲
の
推
薦
資
料
提
出
に
お
い
て
、
提
出
期
限
が
発
令
前
年
度

末
の
た
め
、
お
手
数
で
す
が
、
前
年
度
末
ま
で
の
学
校
規
模
を
記
載
し
た
学
校
規
模
調
書
の
紙
媒
体
を
一
旦
前
年
度
末
に
御
提
出
い
た
だ
き
、
発
令
年

度
の
5月
末
ま
で
に
当
該
年
度
の
学
校
規
模
を
追
記
の
上
、
電
子
媒
体
で
再
提
出
くだ
さ
い
。

●
児
童
生
徒
数
の
平
均
が
10
0人
未
満
で
あ
って
、
へ
き
地
学
校
に
勤
務
す
る
学
校
医
等
に
つ
い
て
は
、
在
職
し
た
全
て
の
学
校
の
所
在
地
が
わ
か
る
地

図
を
添
付
し
て
くだ
さ
い
。
在
任
期
間
中
の
在
籍
園
児
、
児
童
、
生
徒
数
が
平
均
10
0
人
を
超
え
る
場
合
は
、
地
図
の
添
付
は
不
要
で
す
。

●
へ
き
地
学
校
（
辺
地
度
点
数
が
10
0点
以
上
）
で
の
在
任
期
間
を
含
め
な
い
と4
0年
に
満
た
な
い
も
の
に
つ
い
て
は
、
辺
地
度
点
数
が
分
か
る
資
料

を
提
出
くだ
さ
い
。
ま
た
、
当
該
者
に
つ
い
て
は
内
閣
府
提
出
後
に
「当
該
者
を
推
薦
す
る
こ
とが
適
切
で
あ
る
理
由
書
」を
御
提
出
い
た
だ
く必
要
が
生
じ
る

事
が
多
い
た
め
、
事
前
に
御
準
備
い
た
だ
け
ま
す
と幸
い
で
す
。

●
春
叙
勲
の
推
薦
書
類
提
出
に
お
い
て
、
現
職
の
場
合
は
、
勤
務
し
て
い
る
学
校
の
直
近
年
度
の
児
童
生
徒
数
を
必
ず
記
載
し
て
くだ
さ
い
。

●
基
本
情
報
及
び
事
前
協
議
資
料
と、
本
申
請
資
料
の
提
出
期

限
は
異
な
りま
す
の
で
、
十
分
ご
留
意
くだ
さ
い
。
ま
た
、
紙
媒
体
の
提

出
は
期
限
必
着
で
す
。

●
紙
媒
体
は
、
勲
章
審
査
票
は
片
面
印
刷
、
功
績
調
書
及
び
履

歴
書
は
両
面
印
刷
で
提
出
し
て
くだ
さ
い
。

●
こ
よ
り、
ホ
ッチ
キ
ス
留
め
、
パ
ン
チ
、
イ
ン
デ
ック
ス
は
厳
禁
で
す
。

●
紙
媒
体
提
出
に
際
し
、
ク
リッ
プ
や
フ
ァイ
ル
等
は
、
必
要
最
低
限

の
使
用
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

勲
章
審
査
票

●
毎
回
様
式
が
変
わ
りま
す
。
最
新
の
様
式
を
使
用
し
て
くだ
さ
い
。

●
主
要
経
歴
が
学
校
医
等
で
あ
る
場
合
、
主
要
経
歴
欄
に
は
「現
(

元
)学
校
医
」、
「現
(元
)学
校
歯
科
医
」、
「現
(元
)学
校
薬
剤
師

」の
い
ず
れ
か
を
入
力
し
て
くだ
さ
い
。
そ
の
際
現
職
、
元
職
を
明
確
に
し

て
くだ
さ
い
。

●
履
歴
書
と審
査
票
で
、
掲
載
内
容
を
一
致
さ
せ
て
くだ
さ
い
。

●
表
彰
歴
は
国
か
ら
の
表
彰
は
記
載
必
須
とし
ま
す
が
、
そ
の
ほ
か
医

師
会
表
彰
や
都
道
府
県
の
表
彰
歴
に
つ
い
て
は
特
段
記
載
い
た
だ
か

な
くて
も
問
題
ご
ざ
い
ま
せ
ん
。

●
最
終
学
歴
以
降
の
経
歴
に
空
白
期
間
（
在
職
等
不
明
の
期
間

）
が
あ
る
場
合
、
当
該
期
間
の
状
況
に
つ
い
て
、
備
考
欄
に
「在
家

庭
」「
開
業
準
備
」「
不
明
」な
ど記
入
し
て
くだ
さ
い
。

●
功
績
調
書
に
記
載
さ
れ
た
履
歴
に

つ
い
て
は
、
勲
章
審
査
票
及
び
履
歴

書
に
も
記
載
し
て
くだ
さ
い
。
功
績
調
書

に
記
載
さ
れ
た
履
歴
と勲
章
審
査
票

及
び
履
歴
書
に
記
載
さ
れ
た
履
歴
の

内
容
に
が
一
致
し
て
い
な
い
ケ
ー
ス
が

散
見
さ
れ
ま
す
。
提
出
時
に
十
分
御

確
認
くだ
さ
い
。

功
績
調
書

叙
勲
推
薦
資
料
の
作
成
要
領
の
中
で
、
特
に
留
意
い
た
だ
き
た
い
事
項

19
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